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ドロップ・サイト・デイリー、７月１５日：米国、イランへの封鎖を再開；民主党が国防
法案を阻止；キューバの電力網が崩壊 

脇浜義明訳 ＊脚注は訳注 

イランと停戦 

 ＊米国、イランに対する海上封鎖再開し、イランを攻撃：米中央軍（CENTCOM)は１４日午後、米軍がイランの港湾

や沿岸地域を出入りする船舶に対する海上封鎖を再開したと発表した。発表の１時間前に、米軍はイランに対する攻撃の波

を開始した。停戦を破綻させた一連攻撃に続く４日目の攻撃である。   

・イラン国営メディアによると、１４日の米軍の攻撃は、ホヴェイゼの小麦倉庫やデフロラーンのミネラルウォータ

ー工場など、民間インフラを標的にした。   

・米中央軍は１４日夕方、イランに対し７時間にわたる連続攻撃を完了したと発表し、ホルムズ海峡とイラン南岸沿

いの数十の軍事施設を攻撃したと報告した。   

・イランの地域の知事によると、１５日にはブシェール市が米国の攻撃を受け、４箇所は被弾したが、死傷者はなか

った。    

・イランのタスニム通信によると、イランシャフル市にある兵舎が攻撃され、主として兵士を含む７人が死亡し、１

５人が負傷した。   

・１５日朝も米国軍の攻撃は続き、港湾都市チャーバハールが攻撃された。米中央軍は、テヘラン現地時間の午後３

時に「９０分間」の攻撃の波を終了したと発表した.。   

・イラン政府報道官の報告によると、先週からの米軍の攻撃で３０人以上の民間人が死亡し、２６０人が負傷した。 

 ＊イラン反撃、湾岸地区の米軍基地を攻撃：米国の攻撃の継続に対し、イランは地域の米軍基地を複数回攻撃した。   

・一つの攻撃は、クウェートのミナ・アブドゥッラー港にある米軍の兵站・支援センターを炎上・破壊したと、イラ

ン軍が主張。このセンターは、クウェート市南部の重要な産業・精製を支えるセンターである。現場映像は、イラン

製とみられるドローンが燃えている倉庫に突入する様子を捉えていた。また、イラン革命防衛隊は、クウェート国内

の他の軍事目標、つまり衛星通信センター、ミサイル・防空レーダー、パトリオット防空システム、HIMARS 発射

装置などにも打撃を与えた主張している。  ・クウェート政府は１４日夕方、イランの弾道ミサイル１発、巡航ミ

サイル５発、敵対的なドローン３３機を迎撃したと発表したが、クウェート政府も米国政府も、具体的被害について

は確認しなかった。   

・クウェート政府のよると、イランの攻撃でクウェート海軍の艦船が被弾・損傷し、クウェート兵４人が負傷した

が、負傷者の容体は安定している。   

・イラン革命防衛隊は声明で、１４日ヨルダンのアル・アズラクにある米軍基地も攻撃したと主張した。   

・１５日朝にはバーレーンで警報が鳴った。バーレーンには米海軍の艦隊司令部があり、イラン革命防衛隊は１４日

にそれを攻撃したと主張していた。   

・これとは別件で、米中央軍のブラッド・クーパー司令官は１４日、イランはこの１週間で７隻の商船を攻撃し、１

０人近くに民間人乗組員が死傷したと言った。 

・１５日朝、アル・ジャジーラによると、湾内で貨物船が沈没し、乗り組み員２３人全員が救助されたが、原因は不

明である。   

・正体不明のドローンがイラクのグランド・ファウ港に墜落したが、港の運営に支障はなかったと報じられた。 

 ＊トランプ大統領、ホルム海峡通過手数料２０％徴収計画を撤回：トランプ大統領は１４日朝、自分の SNS「Truth 

Social」に投稿し、ホルムズ海峡を通過する船舶から２０％の手数料を徴収する計画を進めないと発表した。その代わり

に、実際には存在しない手数料に替えて「湾岸諸国が米国と貿易・投資契約を結ぶ」道を推進すると書いた。  

・投稿の中でトランプ大統領は、ホルムズ海峡を通過する船舶への攻撃やイラン側の主張にもかかわらず、「海峡は

イランを除いたすべての国の船舶の通行に開かれている」と主張した。 

・イランの国営メディアは１５日、海峡は商船にとって通過「不可能」な状態になったと報じた。この２４時間で、

少なくとも２隻の船舶が警告射撃を受けて、イラン革命防衛隊に停止させられた。 
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 ＊トランプ大統領、追加のイランのインフラ攻撃を示唆：トランプ大統領は１４日、フォックス・ニュースのトレイ・

イングストのインタビューで、イラン指導部が来週までに「交渉のテーブルに着かない」ならば、イランの発電所や橋を攻

撃すると述べた。 

・この脅迫は、１４日の報じられたイランのミネラルウォーター工場や小麦倉庫に対する攻撃の続いての攻撃を示唆

するものである。   

・トランプは、再びホルムズ海峡通過に言及し、「通過を望むなら開かれている」と述べ、その代わり「テキサスや

アラスカ」などへの投資という「素晴らしい代替案」の可能性を示唆した1。   

・トランプはまたフォックス・ニュースのイングストに、イランの石油輸出の約９割を担うハルグ島への地上侵攻

は、現時点では「可能性が低い」と述べたが、「相手に十分で徹底的な打撃になり、弱体化させるのであれば」再考

するかもしれないと言った。 

 ＊イスラム革命防衛隊、「エネルギーはみんなのためか、それとも誰一人のためでもなくなるか、そのどちらかだ」と警

告：米国による海上封鎖体裁を受け、イラン革命防衛隊は１５日、湾岸諸国からの石油輸出を阻止すると警告した。革命防

衛隊は声明の中で、「この地域からの石油・ガス輸出は、全員のために行われるか、それとも誰に対しても行なわれられな

いかのどちらかになるだろうと」言った。 

 ＊PGSA（ペルシャ湾海峡局）によると、２００隻以上の船舶が「イランに海峡通過の許可を求めた：イランのペルシャ

湾海峡局（PGSA)によれば、「イスラマバード覚書（MOU）」の署名から最近の米国の攻撃再開までの間に、イラン以外の

国籍の船舶２００隻以上が、同局に通過許可と保険の適用を求めた。   

・PGSA によれば、申請の７９％が承認され、保険が発行され、審査中が１４％あり、申請から許可までの手続き

にかかった時間は平均５０時間であった。船種別では、タンカーが４１％で、次いでばら積み貨物船が２７％、コン

テナ船が１８％であった。   

・申請の内訳は、ペルシャ湾から出る船舶が５３％、ペルシャ湾へ入る船舶が４７％とほぼ半々であった。湾外へ向

かう申請のうち、２１％は中国へ、２０％はインド、２９％がその他のアジア地域を目的地にしていた。 

 ＊米国、イランの実業家に新たな制裁を発表：米国財務省は１４日、イランの石油実業家モハンマド・ホセイン・シャム

ハニの事業を標的に新たな制裁処置を発表した。 

・米財務省は、シャムハニの事業ネットワークがイランの石油輸出能力にとって極めて重要で、その事業ネットワー

クは、ドバイやシンガポールからカスピ海域にまで及ぶコンテナ海運や商品取引などであると、説明した。    

・さらに、財務省は、シャムハニの事業はイラン産石油のロシアへの輸出で不可欠な役割を果たしているとも指摘し

た。 

・この制裁の影響を受けるのは、UAE、インド、デンマーク、イタリアの金融関係者、海運業幹部、企業である。

この制裁措置により、シャムハニと関連する個人や法人は２００以上が対象になる。   

・これとは別に、米財務省は、イラン中央銀行に関連する暗号資産ウォレットに対しても制裁を課し、１億３０００

万ドル以上の資産を凍結したと発表した。  

 ＊ウォールストリート・ジャーナル紙の報道では、米国のホルムズ海峡代替ルートも事実上イランの攻撃によって遮断と

なっている：ウォールストリート・ジャーナル紙の１４日の報道では、イランによるホルムズ海峡無断通過する船舶への攻

撃で、米国が主導する南部ルートを通る船舶も少なくなっており、過去数十年で最悪級のエネルギー・ショックを再燃させ

る恐れがあると報じた。  

・１４日に攻撃を受けた３隻のスーパー・タンカーのうち２隻は「シャトル輸送」を行う船団の１部であった。湾岸

地域のターミナルからフジャイラなどの海峡の外の港へ原油をピストン輸送し、そこで世界の市場向けの船舶へ積み

替えるというシャトル輸送である。   

・ウォールストリート・ジャーナル紙によると、このシャトル・システムによる輸送量は１日当たり約３５０万バレ

ルに上り、ホルムズ海峡を経由する原油輸出全体の約３分の１に相当する。   

 

1 ホルムズ海峡はペルシャ湾の出入り口になるので、湾岸諸国に、通過料を払わない代わりに米国に投資せよと言っているのである。 
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・１４日の攻撃で船員１人が死亡したために、乗組員の間に動揺が広がっており、一部の船長が海峡通過を拒否する

事態になっている。   

・海運追跡会社ケプラーのデータによれば、１４日に海峡を通過した船舶の数は２１隻で、わずかに増加した。しか

し、ケプラーは、同地域における安全保障上の見通しは「悪化」しており、これまでに「５６件の攻撃と１７人の船

員死亡」が確認されていると指摘している。 

 ＊イラン、冬の抗議活動に関与した男性を処刑：ISNA（イラン学生通信）の報道によると、イラン当局は１４日、「敵へ

の協力者」としてモハンマド・アミニ・デハガニの処刑を発表した。デハガニは１月、デハガンの政府庁舎の外で火炎瓶を

投げたことで有罪判決を受けていた。 

 ＊イスラエル、イランのためのスパイ行為の容疑でイスラエル兵を収監：タイムズ・オブ・イスラエル紙によると、軍

事裁判所は１５日、イランのスパイとして活動したイスラエル兵に対し、禁固１５年の判決を言い渡した。同紙は兵士の身

元を明らかにしていないが、この兵士は２０２５年の対イラン戦争中、報酬をもらってイラン工作員とテレグラムを通じて

写真を送っていたとされる。 

 

レバノン 

 ＊「停戦」中もイスラエルは南レバノンで建物や道路破壊を継続： 

・レバノン国営通信（NNA)によると、イスラエル軍は１５日、ビント・ジュベイル地区のクーニンの町で「爆破計

画」を行った。   

・１５日早朝には、イスラエル軍は、ヒヤム東部地区、マルジュユーン地区のカンタラの町、ベイト・ヤフーンで

も、建物を爆破した。   

・NNA によれば、イスラエル軍は、マジュダル・ズーン近郊の果樹園を視察している人々に発砲し、国境の町マル

ーン・アッラスとビント・ジュベイルを結ぶ道路をブルドーザーで破壊した。 

 

パレスチナ 

 ＊死傷者：ガザのパレスチナ保健省によると、過去２４時間で、ガザ回廊各地に対するイスラエルの攻撃で１３人のパ

レスチナ人が死亡（１人は以前の攻撃で負った負傷が原因で死亡）、１８人が負傷した。   

・２０２３年１０月７日以降の累積死者数は７３，２４６人、負傷者は１７３，７２７人となった。いわゆる「停

戦」初日の２０２５年１０月１１日以降では、イスラエル軍停戦違反のガザ回廊各地への攻撃で、少なくとも１，１

２３人のパレスチナ人が死亡し、３，６１６人が負傷した。瓦礫の下から回収された遺体は８００体となった。 

 ＊イスラエルのガザ攻撃は続く：  

・WAFA 通信によると、１５日早朝、イスラエル軍はデイル・アル・バラフを攻撃、６歳の女の子を含む家族４人

が死亡した。   

・アル・ジャジーラ・アラビア語版によると、１５日イスラエル軍はガザ市の避難民シェルターを攻撃し、パレスチ

ナ人２人が負傷した。   

・イスラエル軍は、アル・ブレイジ難民キャンプ付近やガザ市のシュジャイヤ地区を砲撃し、さらにキザン・アンナ

ッジャールで建物破壊を行い、ハーン・ユーニス近郊のバニ・スヘイラ環状交差点に爆弾を投下した。ハーン・ユー

ニス市東部では激しい戦車からの砲撃があったと報告されている。 

 ＊被占領地西岸地区で入植者の襲撃で３人のパレスチナ人が負傷：WAFA 通信によると、１５日西岸地区ヤッタの町を

入植者が襲撃し、住民３人が、骨折、切り傷、打撲傷などの負傷を負った。 

 ＊ウガンダ、ガザへ部隊派遣を計画：ウガンダ国営新聞『ニュー・ビジョン』の１３日の記事によると、ウガンダはトラ

ンプ大統領の要請を受けて、ガザへ部隊を派遣する準備を進めている。  

・同紙によると、トランプは「平和評議会」(Board of Peace)構想に基づいて、ウガンダのヨウェリ・ムセベニ大統

領に、ガザの国際安定化部隊への兵員派兵を求め、ムセベニ大統領はこれに同意した。   
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・『ニュー・ビジョン』は、ウガンダ軍約５００人の初期派遣部隊は、ガザ回廊に進出する前に、ケレム・シャロー

ム国境クロッシングのイスラエル側で兵站基地を設営する予定だと報じている。 

 ＊イスラエル、ジェニン付近の新入植地建設を承認：WAFA が引用したイスラエル・メディアの報道によると、イスラ

エル安全保障内閣は、西岸地区のジェニンの南部に新入植地を建設することを承認した。これによって、イスラエル政府が

過去４年間に承認した入植地に数は１０３箇所となった。この３月にも西岸地区とヨルダン渓谷地域で３４箇所の新入植地

建設を承認した。スモトリッチ財務相は、前に、この入植地建設計画に１３億シェケル（４億３４００万ドル）を充てると

発表しており、今回の承認を「歴史的」と評価し、これによって西岸地区へのイスラエル支配権をいっそう強化されると言

った。 

 ＊ドロップ・サイトのジェレミー・スカーヒルとロー･カンナ米下院議員がイスラエルについて議論：ロー・カンナ下院

議員は今週の報告で、彼は今月初めにイスラエル軍の支援を受けた入植者に拘束されたときの状況と、西岸地区のパレスチ

ナ人と話し合ったことを語った。それに関し、カンナ議員とドロップ・サイトの共同設立者のジェレミー・スカーヒルが、

パレスチナ武装抵抗、イスラエルの「アイアンドーム」、米議会の役割などについて議論を交わした。それはDrop Site 

News の You Tube 画像で見られる。 

 

米国ニュース 

 ＊下院、イスラエルへの支援の修正案を採決予定：米下院は今週、国務省の歳出法案に対する修正案、国務省がイスラ

エル向けに割り当てた予算がイスラエルに向かうことを阻止する修正案を、今週採決する予定である。   

・共和党のトーマス・マッシー下院議員が提起した修正法案は、アクシオスの報道によると、民主党議員の間で「激

しい内部議論」を巻き起こしている。   

・民主党のハキーム・ジェフリーズ下院院内総務は、２４日に開かれた非公開の党員集会で、この修正法案は「範囲

が広すぎる」とし、反対票を投じる意向を同僚議員に伝えた。彼は自分の判断を説明する書簡を同僚宛てに発表、そ

の中で「米国の中東政策は変わらなければならないが、イスラエルに対する米国の関与は揺るぎなく維持されなけれ

ばならない」の述べ、将来いかなる合意になされようともイスラエルの「質的な軍事的優位性」と維持されるべきだ

と主張した。  

・ジェフリーズが修正案に反対表明したのは、AIPAC の PAC（政治活動委員会）がジェフリーズの共同資金調達委

員会に１４万９３００ドルという記録的な額の「使途指定献金」（earmarked contribution）を行った数週間後であっ

た。スラッジ（Sludge)が１４日に報じたところによると、これは AIPAC のPAC が行なった過去最大の使途指定献

金で、複数の候補者を支援する PAC が単一の候補者に直接献金する選挙時の標準的上限額５０００ドルの約３０倍

に相当する。   

・２０２６年３月に実施されたニューヨークタイムズ紙とシエナ大学による世論調査では、イスラエルへの経済的・

軍事的支援の追加提供については、民主党員の７４％が反対で、賛成はわずか２０％であった。 

 ＊UAE（アラブ首長国連邦）、米国の対イラン攻撃に協力した返礼に、米国製AI チップの入手制限が緩和された：ウォ

ールストリート・ジャーナル紙（WSJ)の１５日の報道によれば、UAE は米国のイランに対する空爆、ミサイル攻撃、ホル

ムズ海峡の石油輸送に関する作戦などに協力したことを受け、米国の人工知能向けチップの入手に関する制限の緩和を勝ち

取った。   

・１７日にトランプ政権が発表した規則変更により、ＵＡＥの主要ＡＩ企業のＧ４２は、少なくとも９カ月間、エヌ

ビディア（Nvidia)などの米国企業から AI チップを自由に購入できるようになる。この変更によって、また、マイク

ロソフトやオープンＡＩといった米国企業がＵＡＥ国内にデータ・センターを建設するのを妨げていたライセンス取

得要件も撤廃される。   

・ＷＳＪによると、ＵＡＥ高官等は数か月間ＡＩ関連技術へのアクセスを求めて米国政府へロビー活動を行ってき

た。   

https://www.youtube.com/watch?v=acRpfIg4fA4
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・ＵＡＥ高官らはトランプ一家の歓心を買おうとした。ＵＡＥの国家安全保障担当顧問のシェイフ・タハヌーン・ビ

ン・ザイード・アンナハヤーンは、トランプ一家の事業「ワールド・リバティ・ファイナンシャル」に５億ドルを投

資した。 

 ＊ICE に追跡された男性、フロリダ州で死亡：１４日朝、フロリダ州セントオーガスティンで、ICE 捜査官に追跡され

ていた２８歳の男性が大型トレーラーにはねられ、死亡した。  

・ＩＣＥとＤＨＳ（国土安全保障省）の捜査官たちがガソリンスタンドでその男性の車に近づいた時、男性と同乗者

４人が逃走した。男性は、州道１６号線を横断するときにトラックにはねられ、現場で死亡が確認された。   

・後のDHS 発表によると、男性はメキシコ国籍。連邦捜査官による銃撃でメイン州とテキサス州で２人が死亡した

事件に続き、これで１週間で ICE の捜査に関連する死者は３人目になる。 

 ＊トランプ大統領、ICE に車両停止措置の一時中断を止めよと指示：ICE は全米で職務質問のために車両を停止させる

やり方を一時中断するように命じていた。これは、テキサス州ヒューストンとメイン州ビデフォードで１週間でそのやり方

で２件の死亡事件が発生したためである。   

・国境管理責任者（通称「国境の帝王」）のトム・ホーマンは、これはあくまで一時的な措置で、「短期間の中断だ」と１４

日夕に述べた。   

・１５日朝、トランプ大統領は、自分のSNS の Truth Social への投稿で、方針転換を指示した。彼は、自分の政権

下では「ICE の最も重要かつ効果的な犯罪対策ツールの一つである『車両停止』を放棄することはできない」と述

べ、そのような変更は「私の任期中には生じない」と主張した。 

 ＊ニューヨーク州知事、州初のデーターセンター建設の停止に署名：ニューヨーク州のキャシー・ホークル知事は１４

日、５０メガワット以上の電力を消費する複数の大規模データセンターへの環境許可を１年間中断するという行政命令に署

名した。これは米国で初めての州全体への禁止措置である。   

・ホークル知事は、停止期間中に議会は電力網、環境、地域社会を保護できる州法を成立するように促し、議員にデ

ータセンターに対する売上税免税措置を廃止するように求めた。   

・この行政命令は、すでに許可されているプロジェクトには影響しない。市場調査会社のクリーンビューによると、

ニューヨーク州内にはイサカ近郊の問題の多いプロジェクトなど、２５件のデータセンター建設計画が挙がってい

る。 

 ＊上院民主党、１兆１５００億ドルの国防権限法案を阻止：上院民主党は１４日、１兆１５００億ドル規模の「国防権

限法案」の審議を進めるために動議を、５０対４６の投票で否決した。審議を進めるためには６０票の賛成が必要だった

が、それに届かなかった。 

・ジョン・フェッターマン（民主党）、ジム・ジャスティス（共和党）、ミッチ・マコーネル（共和党）、アレック

ス・パディージャ（民主党）の４人の上院議員が欠席で投票できなかった。   

・民主党指導部は反対の主要理由として、イランとの戦争再開を挙げた。トランプ大統領は議会の承認を求めずに戦

争を再開した。   

・国防権法案は６月に１８対９で委員会を通過したもので、国防総省に１兆１０００億ドルの資金を与え、軍人の給

与を３．６％引き上げる内容も含まれている。それに、大問題となっているイスラエルとの「情報共有」条項もあ

り、この法案が成立すれば米軍とイスラエル軍が統合されることになる。 

 ＊米国の貿易調査を受けている韓国企業、トランプに２００万ドルを支払い：ニューヨーク・タイムズ紙の１４日の記

事によれば、６月下旬に公開されたトランプの年次資産開示資料で、韓国のアルミニューム輸出企業「コリア・アルミニュ

ーム」の筆頭投資家の「ベース・グループ」が昨年、トランプの持ち株会社に２００万ドル支払っていることが明らかにな

った。   

・開示資料によると、この支払いは、未発表のゴルフ場開発プロジェクトに関係する「返金不要の開発費」と説明さ

れている。ベース・グループとトランプ一家は、この支払はコリア・アルミニュームに対する米商務省の調査とは無

関係だと主張している。商務省は、コリア・アルミニュームが中国産アルミニュームに対する関税を回避したと認定

し、米国への輸出を制限されていた。   
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・ベース・グループの支払いは、昨年トランプの会社は１０カ国以上の外国企業から少なくとも１億２５００万ドル

を受け取ったが、その一部である。 

 ＊移民政策抗議デモで群衆鎮圧用兵器の「不適切使用」が４１２件あったという報告：人権団体「人権のための医師

団」とカリフォルニア大学バークレー校人権センターは１３日、報告書を発表した。報告書は、２０２５年６月から２０２

６年５月までの１年間で、移民政策反対デモの鎮圧に法執行機関が鎮圧用兵器を不適切に使用した事例が４１２件確認した

と記録している。そのために、２０３人が負傷し、中には失明、外傷性脳損傷、骨折などが含まれる。報告書は、実際の事

例と被害者の数はもっと多いと指摘している。 

・記録された事例の９０％以上がロサンゼルス、シカゴ、ミネアポリス、ニューアーク、ポートランドの５つの都市

圏で発生しており、連邦機関の関与が６４％であった。・調査員たちは、各都市の事例は、元国境警備隊指揮官グレ

ゴリー・ボビーノが着任後に急増したことを発見した。ボビーノは３月に退任するまで、強硬な取り締まりを強化し

た人物である。  

 ＊マハムード・ハリル、反イスラエル言論を封じ込めるために「官民共謀」を策動したと連邦政府を告訴：コロンビア

大学の大学院生だった２０２５年３月に逮捕され、パレスチナに連帯する抗議運動に対するトランプ政権の弾圧と闘う象徴

的存在となったマハムード・ハリルが１４日、マンハッタンの連邦裁判所に訴訟を起こした。AP 通信によると、ハリル

は、米政権当局と親イスラエル団体が共謀して憲法が保障する自分の権利を侵害したと主張している。    

・訴状には、連邦政府と親イスラエル団体や保守系団体が連携し、それらの団体が特定した学生活動家を「ほぼ言わ

れるままに」標的にして逮捕したと書かれている。これは、南北戦争後の「再建期」に制定されたクー・クラック

ス・クラン（KKK）法に違反する「官民の共謀」に当たるとしている。    

・訴訟は、この弾圧政策の立案者とされるヘリテージ財団、親イスラエル団体の「カナリア・ミッションや「ベター

ル」を被告として挙げている。 

 ＊AOC（オカシオ・コルテス議員）、イスラエルへの兵器禁輸を支持：アレクサンドリア・オカシオ・コルテス下院議員

は、ドロップ・サイトのジュリアン・アンドレオーネに対し、イスラエルへの全面的兵器禁輸を支持すると表明した。   

・AOC は以前から、イスラエルへの攻撃・防衛双方の兵器支援に反対していた。   

・彼女は自分の反対姿勢が軍事支援や兵器売却にも及ぶことを明確にし、 イスラエルの兵器移転を承認する法案に

は反対票を投じると言った。 

 ＊米国、違法関税分として８１０億ドルを還付：１３日に公表された予算によると、政府は今年度、すでに８１０億ド

ルの関税を還付した。これは前年同期の５０億ドルから大幅に増加している。    

・トランプが命じた関税の大部分を違法として取り消し、すでに徴収した関税を企業に返還せよと政府に命じた連邦

最高裁の判決によるものである。 

・財務省高官は、還付額が増えたのは全面的に最高裁判決のためであり、大部分の還付は５月と６月に行ったと述べ

た。   

・トランプ政権が導入した一律１０％の一時的関税は７月２４日に期限が切れるが、政府は英国、日本、インド、台

湾、中国などの主要な貿易相手国に新たに１０％から１２．５％の関税を課す準備を進めている。 

 

その他の国際ニュース 

 ＊アンサール・アッラー指導者、サウジアラビア包囲を警告：イエメンの武装組織アンサール・アッラーの政治局員の

モハンメド・アル・ブハイティは１４日、アル・ジャジーラに対し、今週初めにサウジアラビアがイエメンを攻撃したこと

への報復として、アンサール・アッラーがサウジアラビアを包囲すると言った。   

・彼は、サウジアラビアが「サヌア空港を攻撃する姿勢である」と非難し、それ故我々が「相手国の空港を攻撃し、

同じような包囲網を敷く」のは正当な行為だと言った。   

・この発言は、サウジアラビア主導の連合軍がサヌア空港の滑走路を攻撃したことを受けてのものである。その攻撃

は、故アリ・ハメネイ師の葬儀から戻るアンサール・アッラーの代表団を乗せた飛行機がサヌア空港に到着するタイ

ミングと重なっていた。アル・ブハイティも代表団の一員であった。 
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・アンサール・アッラーは、サウジアラビアのサブハー国際空港を攻撃した。  

・どちらの攻撃でも、死傷者の報告はない。   

・イランの国連常駐代表のアミール・サイード・イラヴァニは１５日、これらの攻撃に関して、アンサール・アッラ

ーがイランの代理として行動しているという主張は「全く根拠がない」と言った。彼は、アンサール・アッラーは

「独自に、イエメン国民の利益になると判断して、意思決定をしている」と言った。 

 ＊キューバの電力網、３度目の崩壊：１４日、キューバの全国的電力網がまた崩壊し、約１０００万人が停電に襲われ

た。全国規模の停電の発生はこの８日間で３度目で、１月後半にトランプ政権がキューバをエネルギー封鎖して以来５度目

である。  

・米国の封鎖のため、キューバへの外国からの燃料供給が遮断され、老朽化した発電所が機能しなくなっている。  

・キューバの公共交通機関の大部分が停止し、病院では数万件の手術が中止され、日常的な停電で、１日のうち２０

時間以上も電気が使えない地域がある。 

 ＊メキシコ、ICE 施設等の死亡者に関して刑事告訴：メキシコ外務省の１４日の声明によると、メキシコは ICE 収容施

設内や移民取り締まり中に自国民が死亡したことに関し、米国の州検察当局への刑事告訴を開始する。これに先立ち、クラ

ウディア・シェインバウム大統領は、「政府として亡くなったメキシコ人を見過ごすことはできない」と言っていた。   

・ICE の拘束下で少なくとも１４人のメキシコ人が死亡し、ロレンソ・サルガド・アラウホなど数人が逮捕過程で

死亡している。   

・また、ロイター通信によれば、メキシコ政府は自国民が死亡した ICE 収容所に改善を求める書簡（cease and 

desisit 

letters)を送った。   

・さらに、メキシコ外務省は国連人権高等弁務官事務所に連絡し、米国におけるメキシコ人の死亡に関する追加情報

を収集することを要請した。 

 ＊ネパールで大臣２人が移民詐欺で禁固刑：ロイター通信によれば、ネパールの裁判所は１４日、ネパール国民をブータ

ン難民として米国に再定住させる公文書を偽造したとして、元大臣２人に禁固刑を言い渡した。   

・元副首相兼エネルギー大臣のトップ・バハドゥル・ラヤマジは詐欺罪と「組織犯罪への関与」で４年の刑、元内務

大臣のバル・クリシュナ・カンドはラヤマジの共犯者として２年の刑を言い渡された。   

・１９９０年代以降、ブータン政府が数千人のネパール系住民から国籍をはく奪したことから、１０万人以上のネパ

ール系住民がブータンから逃れ、その多くは米国やカナダなど第三国に再定住している。   

・詐欺事件関連で、カンドの内務省職員１人を含む、少なくとも１４人が最長４年の禁固刑を言い渡された。 

 ＊地中海で移民を乗せたボートが転覆、５０人が行方不明：治安筋がロイター通信に語ったところによると、リビア東

海岸沖で１４日、移民船が転覆し、少なくとも５０人が行方不明となった。生存したのは１０人だけ。   

・移民の大多数はサハラ以南のアフリカ諸国民。   

・１３日にも、トブルク沖で救助隊が移民２４人を救助し、４人の遺体を収容した。６月にもトブルク沖で同じよう

な事故が発生、２６人が死亡した。 

 ＊パキスタン領カシミールで衝突、９人死亡：ロイター通信によると、パキスタン治安部隊と非合法抗議グループの「合

同行動委員会」の支持者が、パキスタンが実効支配するカシミールで１４日衝突し、抗議者７人と警官２人が死亡した。   

・この事件は、今月後半に予定されていた抗議デモ行進の前日に起きた。抗議デモはパキスタンのアザド・カシミール地方

の郡都ラワラコットで行なわれる予定である。  

・地元民は、パキスタンの他の地域に居住するカシミール難民のために議席が留保されていることに抗議している。彼ら

は、それによって地域議会における自分たちの代表制が損なわれると主張している。 

・パキスタン領カシミールでは、６月以降、抗議デモ関連の暴力で少なくとも３０人が死亡した。 

 ＊RSF, 停戦案に回答：スーダンの反政府組織即応支援部隊（RSF)は１４日、米政府のアラブ・アフリカ問題担当高級顧

問のマサド・ブロスが提示した和平案に回答を提出した。スーダン・トリビューン紙によると、RSF は提案された条件の

下での政治的解決は受け入れたが、占領した地域からの撤退は拒否している。  
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・６月に発表されたブロスの提案は、９０日間の人道停戦、暫定的政治プロセス、包括的な停戦、国の復興着手を求

めている。   

・RSF の回答は、治安体制、国家機関の再建、移行期間中の司法運営、暫定政府樹立への道筋に関する詳細事項な

ど、一連の条件が含まれている。   

・スーダン軍は７月１２日に回答を提出し、RSF が対案で提示した「段階的解決」の道を拒否した。 

 ＊ロシア、アゾフ海からの輸出を避ける：AP 通信によると、ロシア農業省は１４日、ウクライナがアゾフ海でロシア船

舶数隻を攻撃したことを受けて、「代替航路」の利用と「他の輸送手段への転換」の準備を進めていると発表した。  ・

ウクライナ軍司令官は、１４日の攻撃でロシアの船舶１１隻（タンカー５隻、貨物船５隻、タグボート１隻）に被害を与え

たと主張し、過去９日間で総数１１６隻に被害を与えたと言った。   

・ウクライナはまた、ロシアのエネルギーインフラをも攻撃し、カフカス地方のクラスノダール地区と南部のバシコルトス

タン共和国にある製油所を攻撃した。   

・ロシアは２日連続でキエフを攻撃し、オデッサの港湾インフラにも被害を与えたと主張している。ウクライナ海軍はオデ

ッサで民間船舶１隻が被害を受けたと報告している。 

 ＊ロシアは、戦後ウクライナに駐留する外国軍は攻撃目標になると言った：記者会見でロシア高官は、和平合意後にウ

クライナに展開する多国籍軍は容認できない外国の介入となり、攻撃対象となると述べた。この警告は、西側諸国の「有志

連合」が停戦後にウクライナへの多国籍軍派遣計画をお互いに確認し、その準備態勢を示す演習を発表した後に発せられ

た。「それは事実上、外国勢力の介入であり、ロシアの安全保障に対する脅威の増大である」と、ロシア外務省のマリア・

ザハロワ報道官が述べた。「我々はそのような外国軍部隊を正当な軍事目標と見做すであろう。」 

 ＊トランプ大統領、ホワイトハウスでイラクのアッザイディ首相と会談：イラクの新首相に選出されたアリ・アッザイ

ディは１４日、ホワイトハウスでトランプ大統領と会談し、両首脳は経済関係の深化とイラク原油生産の増加を誓いあった

と、アル・ジャジーラが報じた。   

・会談の中で、トランプはアッザイディを「素晴らしい闘士」と称賛し、両国が間もなく「大量の石油を産出する」

と約束した。   

・両首脳は、イラクに残る米軍部隊が９月３０日までに完全撤退することで合意した。９月３０日は、イラク国内の

武装勢力が武装解除をする日でもあると、アッザイディが言った。   

・会談後、アッザイディは、OPEC に対し、イラクに「公正な取り分」を割り当てるように求めた。イラクは、

OPEC との紛争を２０１７年に終結宣言をしている。 

 

 

 

 

  

 

 


